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はじめに
韓国の地方財政制度は, 廬武鉉政権によって本格的に改革が推進された｡ この政権ではまず,












どの課税自主権がないという限界がある｡ また, 地方消費税制度の配分方式には, 民間最終消
費支出が消費指標として用いられる｡ これは, 諸外国の地方消費税の配分方式が消費指標以外
にも人口, 住宅, 公共部門, 金融などをベースとしているのと比較すると単純な方式であり,



















本稿では, 李明博政権の地方消費税の導入の意味と課題を, 主に配分方式, そして水平的な




た１)｡ すなわち, 下位政府が単純で基本的な公共サービスにのみ責任を果たす場合は, 既存の
地方税目の財産税と使用料などで必要な財源を確保することができるが, 教育・健康などの社
会サービスといった相当な財政支出責任を負担する場合は, より豊富な収入が保障される地方





ようにすることが挙げられると主張した｡ また, 巨大国家 (インド, ブラジル, 中国) の場合,
地方業務領域の拡大と税源の中央集中による非効率性を改善するため, 付加価値税を地方税化
することが必要であると主張した｡ この考えは, 韓国のように, 中央集権的な傾向が強い国の
地方消費税導入を正当化する根拠となる｡      (    )２) は, 地方政府が道路整備などの単純な公共サービスを供給するのみであ
れば, 財産税や使用料などで必要な財源を確保することができるが, 医療サービス, 教育サー
ビスといった高額のサービスに対して責任を負う場合は, 財政的な圧迫が大きく, 既存の        (    )３) に代表される, 伝統的な機能配分論における便益原則中心の地方税原則
では十分に対応することが難しいと述べた｡ すなわち, 上位下位政府間の財政的役割が変化し
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１)             (    )                         ―                                                                 
２)          (    )                                                                                                                                                                                            
３)              (    )                                        (  )                                                        
ている昨今の環境では, 既存の機能配分論の原則のほかにも, 地方の支出責任の変化, 経済環
境の変化などを反映し, 地方政府が自らの責任で歳入の増減を決める必要性があると同時に,
独自の財源をコントロールできる新たな地方税が必要であると主張した｡




チェ (    ) は, 地方消費税の導入の必要性として次のような点を挙げている｡ すなわち,
地域の発展により住民の所得が増加することで地方税収の増加に繋がるメカニズムを構築する
ことは, 地方の自主的な経済発展への誘因となる｡ その結果, 政府間財政移転制度への依存度




キム (    ) は, 地方消費税の配分指標である民間最終消費支出は, 信頼性, 正確性, 低費
用のメリットがあるが, 居住地を基盤に集計するため, 非居住者による地域内消費が該当地域
の消費に反映できていない限界をもっていると指摘した６)｡ さらに, キムは, 新たな指標とし
て, ｢小売業付加価値税課税標準｣ などの地域密着型産業の配分指標を提案した｡
ユ, ハン (    ) は, 地方消費税規模の拡大は自主財源中心の地方歳入改善に寄与し, 当面
する地方社会福支出の地方費負担の増加に対応できると述べている７)｡ 特に,     年以降に政
府が行われた ｢既存付加価値税税収の５％から  ％まで税率の追加引上げする措置｣ が事実的





４) チョン・ユソク    (    ) ｢新設地方消費税および地方所得税の構造と課税自律権との関係に
ついての研究 (                                      )｣ 『国
際会計研究      』 第  集 [韓国語文献],       ‒   ｡
５) チェ・ビョンホ    (    ) ｢地方所得・消費税導入による地方財政制度の変化と改編方向 (                               )｣ 『韓国地方財政と地方税 (         )』 第  号 [韓国語文献],     ‒  ｡
６) キム・デヨン    (    ) ｢地方消費税の按分基準に関する研究 (                )｣ 『韓国財政政策論集 (      )』 第  巻第１号 [韓国語文献],      ‒  ｡
７) ユ・テヒョン   , ハン・ジェミョン    (    ) ｢地方消費税拡充および不合理な税収配分
方式の改善方案 (                            )｣ 『韓国地方財政論集』
(        ) 第  巻第３号 [韓国語文献],     ‒  ｡
②地方消費税規模の拡充の必要性, ③消費課税の性格を反映できていない配分方式の限界を指






財政移転制度にフォーカスを当てた, いわゆる ｢歳出の分権｣ の性格をもったまま終わった｡
















次に, 地方税における財産課税の依存度問題を見てみよう｡ 図表２でわかるように,     年
代から現在に至るまで韓国の地方税は財産課税が全体の  ％を上回っていたが,     年から地
方消費税の導入と所得課税とその他の課税が増加したことにより, 次第にその比重が縮小して
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８) 金根三 (    ) ｢ノ・ムヒョン政権期の韓国における地方分権財源改革の考察―国庫補助金制度改
革を中心に―｣ 『立教経済学研究』 第  巻第３号,       ‒   を参照せよ｡
９) 韓国の行政区域は,     年度の地方自治関連法が成立して以降, 国―広域自治団体―基礎自治団体
の３層構造である｡ 広域自治団体には１つの特別市, ６つの広域市, ９つの道が位置する｡ また, 基





























































































































































































































いる｡ 消費課税の場合,     年の  ％から    年には  ％まで大幅に縮小していたが, 地方消
費税の導入とともに少しずつ比重が回復する推移を示している｡ 財産課税の比重が下落してい
るのは,     年代からの不動産市場の不況により課税対象の資産価値が上昇してないことに起
因することと思われる｡ しかし, 地方税収のうち, 財産課税が占める比重は依然として最も大
きく, その次に消費課税と所得課税の順となっている｡
財産税は現在, 各国の重要な地方税目として重宝されている｡ イギリスの場合は, 地方税の   ％が居住用資産の価格に対して課税されるカウンシル税 (         ) しか存在しない｡    平均からみても, 財産課税は   ％であり, その次に個人所得課税が   ％, 法人所得
課税が  ％, 消費税が  ％となっている｡ 財産税は, 応益性と普遍性の基準では優秀な税目
であるが, 安定性の面では相対的に衰弱である｡
ただ, 韓国の財産課税の７割を占めている取得税と登録税は取引課税であり, 取引時点のみ
税収が発生するため, 応益課税とみることは難しい面もある｡ 一方, 資産の保有に課税する税
目として財産税, 総合土地税 (    年廃止), 都市計画税, 共同施設税があるが, 課税対象が
建築物・航空機・船舶など限定的であり, 基幹税としては比重が低いため, 地方税における応
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図表２ 地方税の各税目比重の推移




らない｡ 減税は,     年, 李明博政権が発足した直後に実施された｡ その主な内容は, 所得税
と法人税, 総合不動産税の税率引き下げ, 目的税 (交通・エネルギー・環境税, 教育税, 農漁






  ) 鞠重鎬 (    ) ｢                                広域団体および
基礎地方自治団体地方税の韓日比較と政策示唆点｣ 韓国地方財政学会編 『韓国地方財政論集        』 第７巻第１号 [韓国語文献],     ‒  を参照せよ｡
図表３ 国税減税政策が地方財政収入に与えた効果 (    ～    年)
(単位：億ウォン)    年     年     年     年     年 合 計
所得税・法人税減少分 △      △      △       △       △       △      
住民税 (＝地方所得税) (Ａ) △     △      △      △      △      △     
地方税 (Ａ) △     △      △      △      △      △     
内国税減少分 △      △      △       △       △       △      
法定交付税 (Ｂ) △     △      △      △      △      △      
総合不動産税減少分 △     △      △      △      △      △      
不動産交付税 (Ｃ) △     △      △      △      △      △      
地方交付税 (Ｂ＋Ｃ) △      △      △      △      △      △      
合計 (Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △      △      △      △      △      △      
地方消費税導入額 (Ｆ)                        
地方消費税導入による地方交付
税の減少分 (Ｇ)
△     △     △     △     
地方消費税による純増額
(Ｈ＝Ｆ＋Ｇ)
                       
純変動 (Ｄ＋Ｈ) △      △      △      △      △      △      
(注) 地方所得税＝所得税の  ％, 法定交付税＝内国税の    ％｡
(資料) 韓国国会予算政策処 (    ) 『地方財政懸案と対策』     ｡ ただし, 実際の地方消費税のデータの部分は, 韓国
行政安全部 『地方財政年鑑』 各年度版のデータを用いて筆者が修正作成｡











地方消費税は, 廬武鉉政権期で初めてその導入が本格的に議論され, 李明博政権期である    年に正式に導入された｡ この制度は李明博政権下で行われた地方財政制度改革の中で, 自主
財源の拡充を目的とした代表的な改革として評価される  )｡ その他の財政移転制度の改革は事
実上, 廬武鉉政権期の制度をそのまま踏襲したものであり, 一部制度の名前の変化と細部面で
の補強以外は大きな進展がない｡ また, 地方消費税とともに, 新しい地方税目として導入され
た地方所得税の場合, 既存の地方税の中で所得割住民税と従業員割住民税を統合した制度のた
め, 財源拡充よりは, 税目を効率的に整理したことに意義がある｡ 従って, 地方消費税の導入
は事実上, 李明博政権の地方財政制度改革の中で最大の業績であると思われる｡
そもそも韓国の地方消費税の導入は, 地方税としてどういう意義があるのか｡ ここでは, ①
韓国の地方税体系での課税均衡への寄与, ②安定性と伸張性, ③偏在性の少ない点を中心に考
察してみる  )｡
第一に, 課税均衡の確保という面から見てみる｡ 上記の図表２で示したように, 現行の韓国
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
  ) 地方消費税導入の案自体は, 廬武鉉政権の    年に地方分権改革のため設置した政府革新地方分権
委員会で出した財政・税制改革ロードマップのなかで, ｢地方消費税を含む新たな自主財源を創設し,
さらに課税自主権を拡大すること｣ として記されている｡ ただし, 同委員会の内で基本から細部方案
に至るまで賛否の論争が収まっていなかったため, 具体的な税源移譲の内容は含まれていなかった｡
結局, 政権後半期の    年には, 付加価値税の一部を地方消費税として移譲する改革が検討段階まで
合意され, 李明博政権が発足してから２年後の    年, 地方消費税が税率を付加価値税の納付税額の   分の５とする付加税の形をとって導入された｡ 詳しくは, 金根三 (    ) ｢韓国・廬武鉉政権の財
政分権改革における自主財源｣ 『立教経済学論叢』 第  号,      ‒  を参照せよ｡  )              (    )                                                      ‒    
における地方税の租税体系は財産課税の税収に依存しており, 租税負担の公平な配分を阻害し
ている｡ 財産課税中心の体系では税収の所得弾力性が低いため, 地方財政需要の増大に効果的
に対応してない｡ 従って, 公平な配分のため, 現行の地方税の体系を所得・消費・財産の課税
対象を均衡的に組み合わせる必要があり, 地方消費税の導入で相対的に低い比重であった消費
課税を増やす効果が期待できる｡
第二に, 安定性と伸張性の観点から見ると,         (    ) は, 経済安定化政策に適し
た税は国税へ, 景気に対して安定的な税は地方税へ税源を配分すべきであると述べている｡ す
なわち, 地方税は景気循環の影響が少なく, 安定性が確保されることが望ましい｡ また, 社会
が発展とともに新たな地方自治団体の財政需要の増加に比例して地方税収も増加しなければな
らない｡ この面では, 地方消費税のほうが景気に左右されにくく, 税収も安定しており, 地方
自治団体間の税収格差が小さい税目であると評価されると思われる  )｡ 日本の地方消費税を例
にすると, 税収が最終消費税を基準として地方自治団体に配分される清算という機能がついて
いる｡ これによって, 地域のサービスには, 該当地域の消費者が負担する応益性の原理が満た
されることも期待できる｡
第三に, 地方税は税源の偏在性が少ない税にするべきである観点から見る｡ 韓国の場合, 地
方税収の首都圏への偏在が全般的に大きい傾向にあるが, 消費課税は, 財産課税と所得課税に





ここでは, 地方消費税の仕組みをさらに詳しくみてみよう｡ 地方消費税は韓国の地方税法第  条に規定されているように, 財・サービスを消費する者の住所地ないし所在地に属する広域
地方自治団体 (広域市・道) が付加価値税の納付義務者に賦課する  )｡ 課税標準は, 国税で
｢付加価値税法｣ による付加価値税の納付税額から付加価値税法および他の法律に定められた













次に, 地方消費税の配分方式を見てみよう｡ 地方消費税総額自体は, 付加価値税額の５％を
財源とするが, これに, 家計の最終消費支出と家計に奉仕する非営利団体の最終消費支出で構
成される ｢民間最終消費指数｣ を百分率で換算した消費指数を用いて, 各地域別占有率を基準
に  個の広域自治団体である市道に配分する  )｡ また, 広域自治団体は, 基礎自治団体である
市・郡に, 地方消費税収の  ％から  ％の財源を ｢財政補てん金｣ として交付する義務をもつ｡
この措置の必要性は次の通りである｡ すなわち, 付加価値税のうち地方消費税の分が引かれる










しないため, 付加価値税の税負担地域と税収帰属地域が異なる｡ 従って, 国税である付加価値
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  ) 民間最終消費支出は, 一定期間における最終生産物に対する家計と民間非営利団体の消費支出を意
味する｡ 家計の最終消費支出は, その支出目的別にみると, 食料品, 衣類・靴, 賃料・水道高熱, 交
通通信, 教育文化娯楽等の多様な費目によって構成されている｡ 一方, 民間非営利団体の最終消費支
出は, 教育調査研究, 医療保健, 福祉およびその他などで構成されている｡  ) 韓国の地方財政法第  条によると, 財政補てん金制度は, 市・郡で徴収する広域市税・道税 (原子
力発電に対する地域開発税, 共同施設税および地方教育税は除き) の   ％ (人口  万人以上の市,
自治区ではない区が設置されている市の場合, それぞれ  ％) に該当する金額を市・郡に対する財政












しかし, 民間最終消費支出は, 首都圏と非首都圏, そして, 広域市と道との地域別の偏差が
大きく存在するため, それを緩和するため地域別に加重値をつけて配分する｡ 加重値は, ３段
階に分けられ, 首都圏地域の３つの広域団体 (ソウル特別市, 仁川広域市, 京畿道) を   と
し, 非首都圏の広域市５団体 (釜山広域市, 蔚山広域市, 大邱広域市, 大田広域市, 光州広域
市) は   , 非首都圏の道８団体 (江原道, 忠清北道, 忠清南道, 全羅北道, 全羅南道, 慶尚
北道, 慶尚南道, 済州特別自治道) は   である｡ 実際, 地方消費税の配分公式を適用して計
算した図表５で分かるように, 民間消費支出は, 首都圏の３つの広域自治団体に約  ％が集中
しているほか, 首都圏・非首都圏を問わず広域市に消費支出が集中, 道の場合,   ％前後に留




  ) 韓国の地方消費税の配分方式は, カナダの   , 日本の地方消費税と同様にマクロ税収配分方式
に当てはまる｡  ) チェ・ギルス   , ソル・ヨンフン    (    ) ｢地方消費税の配分基準による地域間税収推




















(資料) 韓国統計庁 (    ) 民間最終消費支出推計概要｡
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図表５ 配分方式で計算した地方消費税の配分の推移 (単位：億ウォン)
民間最終消費支出 加重値 配分額及び比率    年     年     年     年     年     年
全 国                                               ％      ％      ％      ％
首都圏                                              ％     ％     ％     ％     ％     ％
ソウル特別市                                              ％     ％     ％     ％     ％     ％
仁川広域市                                       ％    ％    ％    ％    ％    ％
京畿道                                              ％     ％     ％     ％     ％     ％
非首都圏広域市                                              ％     ％     ％     ％     ％     ％
釜山広域市                                          ％    ％    ％    ％    ％    ％
大邱広域市                                                                    
光州広域市                                                                 
大田広域市                                                                   
蔚山広域市                                                                 
非首都圏道                                                                                
江源道                                                                    
忠清北道                                                                    
忠清南道                                                                    
全羅北道                                                                    
全羅南道                                                                    
慶尚北道                                                                    
慶尚南道                                                                       
済州特別自治道                                                              




て, ｢地域相生発展基金｣ が設けられている  )｡ これは,     年の地方消費税が導入された時
に補完措置として同時に導入された制度である｡
地域相生発展基金の目的は, 地域間の均衡発展の促進および地方消費税の早期安着である｡
運用主体は,   か所の広域団体の市・道であり, 運用方式：地方自治法 (第   条) による地














ず, 財産課税中心の地方税構造, 首都圏への経済力集中などにより, 地方税収の首都圏偏重 (  ％前
後) は変動がないままである｡ 結局, 地方消費税財源以外のさらなる平衡交付金の必要性が地方消費
税導入の段階で議論されており, 非首都圏との均衡的な発展および水平的な財政調整制度の設置が進
められている｡ 当初は地方債を利用し, 非首都圏の道路・上下水道・環境施設などの地域開発に支援
する方案が模索されていた｡     年以降, 地域開発事業を支援するための ｢地方債引取専担機構｣ の
設置が検討されたが, 関係する政府部処間の異見で保留されていた｡ その後, 地方自治団体基金管理










る｡ 全体使用額の   ％ (    億ウォン) が直接的な雇用創出に使用され, 残りの   億ウォ











地方消費税は, 税源として安定性は持っているが, 図表７でわかるように, 韓国で地方消費
税が導入された    年の基準では, 全体地方税収の  兆    億ウォンのうち２兆   億ウォン
であり, 全体地方税目の  ％に過ぎない｡ これは, 当初の地方の自主財源の拡充を担うとい
う役割としての税源移譲を行ったとみるにはまだ十分ではない｡ 李明博政権の末期である    
年には  ％まで割合が増加したが, 新たに導入された地方税目としては財源の規模が非常に
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  ) チョン・ジェグン    (    ) ｢地方消費税拡大をめぐる争点に対する考察 (                     )｣ 『韓国公共行政研究      』 第  巻第１号 [韓国語文献],       ‒   ｡
図表６ 地域相生発展基金の配分の仕組み
(資料) チョ・ギヒョン    (    ) ｢地域相生発展基金の政策的意義と今後の運用方案 (                          )｣ 『韓国地方財政と地方税 (         )』 第  号,     ｡
少ない｡ これは,     年基準の    国家の地方税における地方消費税比率平均である  ％
よりは上回っているが, 地方消費税の元になる付加価値税の場合, 韓国の税率は  ％, 日本は
８％であり,     国家の中では, スウェーデン (  ％), ドイツ (  ％), フランス (   ％)
と比べて, 著しく低い数値であるため, 税率を上げる余地が存在する  )｡ 一方,     年度の日
本の地方消費税収は２兆    億円である｡ これは地方税収  兆    億円の  ％であり,    国の中では比較的に低いレベルにある｡ だが, 韓国に比べてみると, 日本の地方消費
税の財源は, 国税である消費税の１ ４である｡ これは, 付加価値税の５    という課税標準
額をもつ韓国より地方への税源配分の規模が構造的に大きい｡ さらに, 日本では    年以降に
国庫補助負担金および地方交付税の削減と地方税の税源移譲を行ったいわゆる ｢三位一体改革｣
により, 所得税からの税源移譲が実現されたが, 地方六団体は, さらにそれ以降の改革につい
て, 地方消費税のさらなる税源移譲を要求している  )｡ それに対して, 韓国の場合, 地方六団





  ) 複数税率などを考慮した実効税率を適用しても,     年基準でスウェーデンは  ％, ドイツは   
％, フランスは  ％である｡ 韓国の付加価値税は日本と同様に単一税率であるが, 今後,   諸国
のように複数税率・非課税措置が幅広く導入される改革をする際には, 付加価値税の税収を十分に賄
うため標準税率のさらなる引上げる必要があると思われる｡  ) 池上岳彦 (    ) ｢一般売上税をめぐる政府間関係と政策形成過程―日本とカナダの比較分析―｣
神野直彦, 池上岳彦編著 『租税の財政社会学』 税務経理協会,      ‒  を参照せよ｡
図表７ 地方税の性質別の分類
(単位：億ウォン)
(資料) 韓国行政安全部 (    ) 『地方自治団体予算概要』｡
特に, 図表８でわかるように,     年以降, 地方歳入における社会福祉関連の歳出の増加率
が著しく, 地方歳入における政府間財政移転への依存度がますます深刻化する要因となってい
る  )｡ また, 内国税減税政策による地方の税収の減少傾向は, 李明博政権期の全般にわたって
生じており, 地方自治団体がもつ自主財源の比率である財政自立度は廬武鉉政権期よりむしろ
悪化した結果を示している｡ こういう状況下で地方消費税が ｢歳入の分権｣ を掲げ, 自主財源
の拡充を目的として導入されたとしても, 第一節で既に述べたように, 実質的には, 内国税の
減税を補てんする役割に留まっており, 当初の政策意図を十分には反映していない｡ その上,
補てん額としても十分な規模をもっていないのが現実である｡ これは, 李明博政権の地方財政
改革の路線自体が廬武鉉政権当時の財政移転改革による ｢歳出の分散｣ 強化以降, ｢歳入の分









の例が広く見られる  )｡ また, 納税者の便宜と租税行政費用節減を名目として, 国税庁がすべ
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図表８ 年度別国と地方の社会福祉予算の比較
(単位：兆ウォン)    年     年     年     年     年     年 年平均増加率
国
政府総支出                                  
福祉財政                            
比 重                              
地
方
地方政府予算                                  
社会福祉予算                             
比 重                              
(資料) 韓国国会予算企画処 『    年度  予算政策報告書』      ｡
  ) 福祉財源需要増加による移転財源制度との関係については, 金根三 (    ) ｢韓国における財政分
権改革の研究 社会福祉財源保障を中心に｣ (博士論文) の     ‒  を参照せよ｡  ) 金根三 (    ) ｢韓国・廬武鉉政権の財政分権改革における自主財源｣ 『立教経済学論叢』 第  号,     ‒  を参照せよ｡






い｡ また, 民間最終消費支出が首都圏に  ％以上を占めている現状は, 消費支出が特定地域に
偏在することであり, 地方税の原則のうち地域的普遍性の基準にも当てはまっていない｡ 結局,
課税ベースの偏在問題は, 水平的な公平性の面で地方税として適格であるかの疑問が残る  )｡
さらに, 図表９でわかるように, 民間最終消費支出の長期的な変動の幅は一定ではない｡ 各地
方自治団体が独自の税率決定権をもっていない現状では, 民間最終消費支出に加重値を単に   ,    ,    の三段階に単純化して配分することは, 各地方自治団体に帰属すべき税収を正
確に反映できないと思われる｡
韓国李明博政権の地方消費税制度の導入と課題   
  ) チョン・ジェグン    (    ) ｢地方消費税拡大をめぐる争点に対する考察 (                     )｣ 『韓国公共行政研究』 第  巻第１号 [韓国語文献],       ‒   ｡  ) 日本の地方消費税は他の税目に比べると, 偏在性が断然少ないという点が挙げられる｡ 詳細は, 持





税 (   ) の場合, マクロ税収配分方式を取っており, 各州の按分比率を求める際, 各州へ
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  ) 持田信樹・堀場勇夫・望月正光 (    ) 『地方消費税の経済学』 有斐閣,      ‒  および     ‒  を参照せよ｡  ) ただ, 韓国と同様に日本の地方消費税でも採用しているマクロ取引方式では, コスト負担は比較的
に少ないが, 清算基準によって精算額の精緻さにバラツキが生じる問題がある｡ 詳しくは, 関口
(    ) ｢  における域内国境の撤廃と付加価値税・地方消費税への示唆｣ 『地方財政』 第  巻３号,    ‒  を参照せよ｡
図表10 カナダ・日本・韓国の地方消費税制度の比較
カナダ３州     日 本 韓 国








































(資料) カナダの場合, 持田・堀場・望月 『地方消費税の経済学』       ‒   を参考に筆者作成｡
④地域相生発展基金の改善への課題
最後に地方消費税制度と連動された水平的な財政調整機能をもつ地域相生発展基金の改善問
題をみてみよう｡ 現状, 地方消費税の配分方式では, 地域別に配分する際に３段階の加重値を
付けた時点で, ある程度の財政調整機能が加えられている｡ そこに追加的な財政調整制度とし








が非常に少ない｡ 図表11でわかるように, 首都圏の団体は, 地域相生発展基金への拠出が行わ
れた後の最終的な地方消費税の実額の割合は,   ％前後から  ％台に  ％近く急落する｡ その
反面, 非首都圏の広域市は  ％前後から  ％前後まで, 非首都圏の道も場合,   ％台から  ％









制度中心の ｢歳出の分権｣ の性格から基本的には変化がないままに終わった｡ しかし, 国税か





  ) イ・ヒョンウ    (    ) 『地域相性発展基金の問題点と改善方案 (                   )』, 京畿開発研究院 [韓国語文献],      ‒  を参照せよ｡




























































































































































































































































































































































































































































































池上岳彦 (    ) ｢一般売上税をめぐる政府間関係と政策形成過程―日本とカナダの比較分析―｣ 神
野直彦, 池上岳彦編著 『租税の財政社会学』 税務経理協会,      ‒  ｡
金根三 (    ) ｢韓国・廬武鉉政権の財政分権改革における自主財源｣ 『立教経済学論叢』 第  号,     ‒  ｡
関口智 (    ) ｢  における域内国境の撤廃と付加価値税―地方消費税への示唆｣ 『地方財政』 第  
巻３号,    ４‒  ｡
持田信樹 (    ) 『地方分権の財政学―原点からの再構築』       ‒   ｡
持田信樹・堀場勇夫・望月正光 (    ) 『地方消費税の経済学』 有斐閣,    ７‒８,      ‒  ｡
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